
当事業年度の附属明細書は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針（平成20年２月13日最終改訂 文部科学省 日本公認会計士協会）の様式に基づき作成してお
ります。

附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 17¶750¶804¶219 1¶363¶117¶932 387¶977¶331 18¶725¶944¶820 5¶656¶441¶793 929¶738¶047 ` ` ` 13¶069¶503¶027

構 築 物 846¶790¶468 41¶896¶195 16¶061¶086 872¶625¶577 594¶800¶689 42¶275¶867 ` ` ` 277¶824¶888

工具器具備品 396¶661¶010 179¶836¶062 449¶383 576¶047¶689 342¶218¶521 34¶818¶588 ` ` ` 233¶829¶168

船 舶 2¶430¶000 ` ` 2¶430¶000 2¶429¶991 ` ` ` ` 9

計 18¶996¶685¶697 1¶584¶850¶189 404¶487¶800 20¶177¶048¶086 6¶595¶890¶994 1¶006¶832¶502 ` ` ` 13¶581¶157¶092

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 6¶270¶948¶260 857¶831¶733 6¶799¶750 7¶121¶980¶243 2¶221¶716¶884 342¶861¶284 ` ` ` 4¶900¶263¶359

構 築 物 51¶902¶309 29¶177¶780 ` 81¶080¶089 10¶744¶532 4¶253¶709 ` ` ` 70¶335¶557

工具器具備品 9¶491¶048¶388 1¶943¶252¶747 136¶590¶694 11¶297¶710¶441 6¶334¶199¶285 1¶794¶590¶639 ` ` ` 4¶963¶511¶156
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Ó．後発事象
重要な後発事象は発生しておりません。

Ô．その他の注記事項
１．貸借対照表関係
\ 運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 10¶289¶363¶139円
] 運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 854¶111¶248円
^ 債務保証の金額 4¶102¶413¶312円
_ 国立大学財務・経営センターからの借入金2¶580¶664¶000円の担保に供している資産は次の通
りです。

土地 4¶199¶798¶000円
２．損益計算書関係
\ ファイナンス・リース取引による損益に与える影響額
ファイナンス・リース取引について、当該取引に係る収益化額と、当該取引により計上され
た固定資産の減価償却費及びリース債務に係る支払利息額との間に差が生じており、当該差額
が当事業年度の損益に影響を与えています。
当該ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は�3¶532¶029円であり、当該影響額を

除いた当期総利益は575¶342¶676円であります。
] 前期損益修正損は、前年度入学料の返納額及び前年度補助金の額の確定に伴う返納額であり
ます。

３．キャッシュ・フロー計算書関係
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

資金の期末残高 6¶188¶483¶578円
定期預金等 2¶901¶000¶000円
貸借対照表上の科目 現金及び預金 9¶089¶483¶578円

] 重要な非資金取引
無償譲渡による資産の取得 134¶694¶742円

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産（貯蔵品） 最終仕入原価法
医薬品及び診療材料 移動平均法による低価法。ただし、当分の間は最終仕入原価法による。

７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や賃借料等を参考に計算しております。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
日本相互証券j公表平成21年３月31日における10年国債（新発債）の利回りを参考に1•340

％で計算しています。
^ 国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利
率
日本相互証券(株)公表平成21年３月31日における10年国債（新発債）の利回りを参考に

1•340％で計算しています。
８．リース取引の会計処理

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る
方法に準じた会計処理によっています。
また、リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リース取
引の未経過リース料は以下のとおりです。
{貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 965¶160円
|貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 1¶621¶200円

９．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。
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